
項 目

コア資本に係る基礎項目（1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された
資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額（イ）
コア資本に係る調整項目（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）
リスク・アセット等（3）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額（二）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

②証券化エクスポージャー
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

④経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係る
エクスポージャーに係る経過措置により
リスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥CVAリスク相当額を8％で除して得た額
⑦中央清算機関関連エクスポージャー

ソブリン向け
金融機関向け
法人等向け
中小企業等・個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
三月以上延滞等
信用保証協会等保証付
出資等
出資等のエクスポージャー
重要な出資等のエクスポージャー
他の金融機関等の対象資本等調達手段の
うち対象普通出資等及びその他外部TLAC
関連調達手段に該当するもの以外のものに
係るエクスポージャー
信用協同組合連合会の対象普通出資等であって
コア資本に係る調整項目の額に算入されなかった
部分に係るエクスポージャー
その他

ルック・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（250％）
蓋然性方式（400％）
フォールバック方式（1250％）

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ. 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ. オペレーショナル・リスク

（ⅰ）
（ⅱ）
（ⅲ）
（ⅳ）
（ⅴ）
（ⅵ）
（ⅶ）
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第73期
令和5年度

第72期
令和4年度

第72期 令和4年度 第73期 令和5年度

　協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5号ニの規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官
が別に定める事項（平成19年3月23日金融庁告示第17号）で規定されている、第3の柱（市場規律）として、単体における事業年度に係る開
示事項について開示しています。

	1
߲ࣄ੒ʹؔ͢Δߏຊͷࢿݾࣗ
　当組合の自己資本については、主に地域のお客様による普通出
資金並びに優先出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構成
されております。

	2
߲ࣄຊͷॆ࣮౓ʹؔ͢Δࢿݾࣗ
　当組合の自己資本の充実度は、自己資本比率の算出結果により評
価を行っています。当組合の自己資本比率は、国内基準である4％を上
回っており、経営の健全性安全性を十分保っています。
　将来の自己資本の充実策については、毎年度の収益計画の実践によ
る着実な利益金の積立を行い、内部留保の充実に努めてまいります。

(注)1．「協同組合による金融事業に関する法律第６条１項において準用する銀行法第１４条の２の規定
に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の
充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年度金融庁告示第22号)」
が平成25年3月8日に改正され、平成26年3月31日から改正後の告示が適用されたことか
ら、平成25年度以降においては新告示に基づく開示を行っております。なお、当組合は国内基
準を採用しています。

(注)１． 所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
2．   「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取
引及び派生商品取引の与信相当額です。

3．   「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国
の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以
外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決
済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体等のことです。

4．   「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞して
いる債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取
引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーの
ことです。

5．   「その他」とは、(ⅰ)～（xi)に区分されないエクスポージャーです。具体的には、(ⅳ)に該当し
ない個人向け貸出金、有形固定資産等が含まれます。

6． オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

7． 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

÷8％ 直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

〈オペレーショナル・リスク(基礎的手法)の算定方法〉
粗利益(直近3年間のうち正の値の合計額)×15％

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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(注)１．   「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引
の与信相当額の合計額です。

2．   「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3． 上記の「業種区分」の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には投資信託、
現金、有形固定資産等が含まれます。

4． 上記の残存期間別の「その他」には、有形固定資産、現金、個別に残存期間を把握できない代理貸付債権に係る債務保証見返等が含まれます。
5． 当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、債券以外の「地域別」の区分は省略しています。
6． CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
7． 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

	�
৴༻ϦεΫʹؔ͢Δ߲ࣄ
1.リスク管理の方針及び手続の概要　　
　信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより、当組合の
資産の価値が減少ないしは消失し、損失を受けるリスクのことをい
います。
　当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクで
あると認識し、安全性、公共性、流動性、成長性、収益性の5原則に
則って厳正な与信判断を行うべく、与信業務の基本的な理念や手続
等を明示した「クレジットポリシー」を制定し、広く役職員に理解と
遵守を促すとともに、信用リスク管理を徹底しています。
　当組合では、信用リスク管理のために与信ポートフォリオ管理とし
て、特定業種への偏重を回避するため各業種の与信枠を定めていま
す。また、大口先への与信集中によるリスク抑制のため、大口与信
先にはクレジットラインを定めて管理をしています。また、債務者区
分別にリスクに応じた金利の設定など、さまざまなリスク管理を行っ
ています。
　信用コストである貸倒引当金は、「自己査定基準書」及び「償却・
引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに算出され
た貸倒実績率から予想損失率を計算して算定しています。

　算定結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上
に努めています。
2.標準的手法が適用されるポートフォリオについて
(1)リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
　有価証券についてのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付
機関は、以下の4つの機関を採用しています。なお、貸出金について
は、適格格付機関は使用していませんが、金融機関貸付金につい
ては、有価証券と同様に以下の4つの機関を採用しています。
　・（株）格付投資情報センター（R&I）
　・（株）日本格付研究所（JCR）
　・ムーディーズ・インベスターズ・サービス社（Moody’s）
　・S&Pグローバル・レーティング社
(2)エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用す
る適格格付機関の名称
　有価証券についてエクスポージャーの種類ごとに適格格付機関
の使い分けは行っていません。なお、金融機関貸付金についても同
様です。

イ. 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高 (業種別及び残存期間別 )
　　　　エクスポージャー
　　　　　　　　　　区分

業種区分
期間区分
地域別区分
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス
その他の産業
国・地方公共団体等
個人
その他
業種別合計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超
期間の定めのないもの
その他
残存期間別合計

貸出金、コミットメント
及びその他の
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引 

信用リスクエクスポージャー期末残高　

外国債券 国内債券 外国債券 国内債券 

引取ブィテバリデ券債
三月以上延滞
エクスポージャー

15,546
302
ー
922

13,176
871
261
5,223
7,014
56,544
22,693
614
3,309
1,138
1,929
601
40
948
4,351
222
8,584
20,069
3,248

167,616
58,629
13,793
14,995
12,023
16,654
44,225
3,398
3,894

167,616

14,903
276
0

979
12,424
557
261
4,418
6,621
47,189
24,103
299
3,457
1,131
1,898
571
22

1,008
4,326
575
7,837
21,899
3,453

158,218
45,441
12,953
20,467
16,661
9,750
46,433
2,417
4,092

158,218

11,046
302
ー
922

12,577
371
159
4,123
6,514
5,293
19,186
614
3,309
1,138
1,929
592
40
948
4,350
222
4,984
20,069

ー
98,699
13,567
6,425
9,969
9,423
16,654
42,326
321
9

98,699

10,903
276
0

979
12,024
357
159
4,018
6,221
5,322
21,098
299
3,457
1,131
1,898
562
22

1,008
4,325
575
4,748
21,899

ー
101,292
15,255
6,619
10,867
14,861
8,661
44,733
290
2

101,292

4,499
ー
ー
ー
599
500
100
1,100
500
3,165
3,503
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,599
ー
ー

17,568
4,200
5,868
3,200
2,399
ー

1,899
ー
ー

17,568

15
─
─
─
6
0
─
─
28
─
44
─
5
─
─
─
─
─
─
─
─
2
─
103

9 
ー
ー
ー
10
ー
ー
ー
22
ー
40
ー
4
ー
1
ー
ー
ー
ー
ー
ー
8
ー
98

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,200
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,200
1,000
ー
ー
200
ー
ー
ー
ー

1,200

─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─

3,999
ー
ー
ー
400
200
100
400
400
3,165
3,001
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,089
ー
ー

14,756
2,666
5,301
2,399
1,600
1,089
1,699
ー
ー

14,756

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
200
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
200
ー
ー
ー
200
ー
ー
ー
ー
200

令和5年度 令和5年度令和４年度 令和5年度令和４年度 令和5年度令和４年度 令和４年度令和5年度令和4年度

（金額単位：百万円）
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期 首 残 高 当 期 増 加 額
目 的 使 用

当 期 減 少 額 期 末 残 高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

　　合　　　計

製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス
その他の産業
国・地方公共団体等
個人
　　　合　　　計

目 的 使 用 そ の 他
当 期 減 少 額

期 末 残 高
貸 出 金 償 却

期 首 残 高 当 期 増 加 額

エクスポージャーの額

格 付 無 し格 付 無 し

そ の 他

個 別 貸 倒 引 当 金

告示で定めるリスク・ウェイト区分　（％）

0%  
10%  
20%  
35%  
50%  
75%  
100%  
150%  
250%  
350%  
その他  

自己資本控除  
合　　　　　　　　　　　　計

格 付 有 り格 付 有 り

181
147
1,468
1,343
1,650
1,490

147
108
1,343
1,323
1,490
1,431

ー
ー
94
10
94
10

181
147
1,373
1,333
1,555
1,480

147
108
1,343
1,323
1,490
1,431

ー 
ー 

2,199 
ー 

5,567 
ー 
200 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

7,966 

9,414 
17,941 
38,254 
8,661 
91 

28,380 
41,095 

9 
1,200 
ー 
ー 
1 

145,050 

─ 
─ 

8,503 
─ 

7,268 
─ 
300 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 

16,071 

9,892 
17,660 
46,438 
7,018 
89 

29,507 
39,724 

11 
1,200 
─ 
─ 
1 

151,544 

148
68
ー
ー
92
0
ー
4

753
ー
76
ー
ー
ー
31
5
ー
ー
99
ー
ー
56

1,338

130
68
─
─
147
─
─
6

773
─
100
─
─
─
55
6
─
─
114
─
─
23

1,427

155
68
ー
ー
99
ー
ー
3

739
ー
72
ー
ー
ー
28
5
ー
ー
94
ー
ー
49

1,317

148
68
─
─
92
0
─
4

753
─
76
─
─
─
31
5
─
─
99
─
─
56

1,338

1
ー
ー
ー
4
ー
ー
ー
3
ー
ー
ー
ー
ー
0
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
10

1
─
─
─
12
─
─
─
44
─
─
─
─
─
0
─
─
─
36
─
─
─
94

146
68
ー
ー
88
0
ー
4

750
ー
76
ー
ー
ー
30
5
ー
ー
99
ー
ー
56

1,327

128
68
─
─
134
─
─
6

729
─
100
─
─
─
55
6
─
─
77
─
─
23

1,332

155
68
ー
ー
99
ー
ー
3

739
ー
72
ー
ー
ー
28
5
ー
ー
94
ー
ー
49

1,317

148
68
─
─
92
0
─
4

753
─
76
─
─
─
31
5
─
─
99
─
─
56

1,338

9
ー
ー
ー
17
ー
ー
1
13
ー
0
ー
ー
ー
1
6
ー
ー
2
ー
ー
ー
52

1
─
─
─
17
─
─
─
88
─
10
─
─
─
0
─
─
─
65
─
─
─
183

令和5年度 令和5年度令和4年度 令和5年度令和4年度 令和4年度 令和5年度令和4年度 令和5年度令和4年度 令和5年度令和4年度

第73期　令和5年度第72期　令和4年度

令和4年度
令和5年度
令和4年度
令和5年度
令和4年度
令和5年度

ロ . 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ . 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

（注）1. 当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しています。
       2. 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

二 .リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

（注）1. 格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2. エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3. コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ

担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の与信相当額

与信相当額の算出に用いる方式 
グロス再構築コストの額の合計額
グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保に
よる信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差引いた額

カレントエクスポージャー方式

　　　　　　　　　信用リスク削減手法
ポートフォリオ 
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
　　　① ソブリン向け
　　　② 金融機関向け
　　　③ 法人等向け
　　　④ 中小企業等・個人向け
　　　⑤ 抵当権付住宅ローン
　　　⑥ 不動産取得等事業向け
　　　⑦ 三月以上延滞等
　　　⑧ その他

外国為替関連取引
金利関連取引
金関連取引
株式関連取引
貴金属（金を除く）関連取引
その他のコモディティ関連取引
クレジット・デリバティブ

1）派生商品取引合計
　　  （ⅰ）
　　  （ⅱ）
　　  （ⅲ）
　　  （ⅳ）
　　  （ⅴ）
　　  （ⅵ）
　　  （ⅶ）
2）長期決済期間取引
　　　　合　　　　　計

470
─
─
3

420
─
20
─
25

─
─
─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─
─

417
ー
ー
ー
387
10
1
ー
18

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

カレントエクスポージャー方式
  ─

  ─

─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 

─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

令和4年度 令和5年度

  ─

  ─

─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 

─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 
─ 

（注）1. 当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
2. 上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条
（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
3.「 その他」とは、①～⑦に区分されないエクスポージャーです。具体的には、④に該当しない個人向け貸出金等が含まれます。

（̐ ）৴༻ϦεΫݮ࡟ख๏ʹؔ͢Δ؅ཧͷํ਑ٴͼखଓ͖ͷ֓ཁ
　当組合は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の
悪化などによる損失を軽減するために、不動産担保や信用保証協
会保証による保全措置を講じています。しかしながら、担保や保証
による保全措置はあくまで補完的なものであり、担保や保証に過
度に依存しない融資姿勢に徹しています。ただし、資金使途、返
済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角
度からの与信審査の結果、保全措置が必要と判断した場合は、お
客様に十分な説明とご理解を得たうえで契約するよう適切な取扱
いに努めています。
　当組合が取扱う担保には、当組合の預金積金、有価証券、不

動産等があります。保証には、信用保証協会保証、民間保証会社
保証、人的保証等があります。その手続については当組合が定め
る「事務取扱要綱」等により、適正な事務取扱いを行っています。
　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取
引の範囲において預金相殺等をする場合がありますが、当組合が
定める「営業店業務規程」や各種約定書等に基づき適正な取扱い
を行っています。
　当組合では、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集
中に関しては、業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散
されています。

（̑ ）೿ੜ঎඼औҾٴͼ௕ؒظࡁܾظऔҾͷऔҾ૬खͷϦεΫʹؔ͢ΔϦεΫ؅ཧͷํ਑ٴͼखଓͷ֓ཁ
　保有している債券には派生商品取引を行っているものもありますが、直接的には派生商品取引は行っていません。
　また、長期決済期間取引については該当ありません。

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

※担保による信用リスク削減手法を適用した取引は該当ありません。
※与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ取引は該当ありません。
※信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ取引は該当ありません。

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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（̒ ）ূ ݊ԽΤΫεϙʔδϟʔʹؔ͢Δ߲ࣄ
リスク管理の方針及び手続の概要
　当組合は、証券化エクスポージャーは投資家としてのみ保有する
こととしており、オリジネーターとして保有するものはありません。当
資産についてのリスクの認識については、毎月末時点の時価把握を
行うとともに、決算報告、格付機関の格付、各種メディア等の情報に
注意を払い管理することとしています。
※令和6年3月末現在では保有していません。

証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称
　投資家としてのみ保有することとしており、債券として、適格格付
機関の格付によりリスク・ウェイトを求め、信用リスク・アセットの額を
算出することとしています。

証券化取引に関する会計方針
　債券と同様な会計処理を行います。

証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用
する適格格付機関の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格
格付機関は以下の4機関を採用しています。なお、投資の種類ごと
の適格格付機関の使い分けは行っていません。
・（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
・（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス社（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
・Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング社

（̓ ）ग़ͦࢿͷଞ͜Εʹྨ͢ΔΤΫεϙʔδϟʔ（ʮग़ࢿ౳ʯͱ͍͍·͢ɻ）ຢ͸
ɹࣜג�౳ΤΫεϙʔδϟʔʹؔ͢ΔϦεΫ؅ཧͷํ਑ٴͼखଓͷ֓ཁ

　時価のあるものについては、投資限度額を定め、毎営業日、時価
を管理し、ロスカット協議ライン・売却ラインに抵触していないかを
管理しています。また、市場リスクをＶａＲ（バリュー・アット・リスク：統

計に基づく市場リスク量の把握方法）に基づいて求め、日々の状況
を把握しています。

۠ɹɹ෼
ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓

ିआରরද্ֹܭ ࣌ɹՁ ିआରরද্ֹܭ ࣌ɹՁ
্৔ࣜג౳ ー ー ー ー
ඇ্৔ࣜג౳ 35 26 35 26
߹ɹɹɹɹܭ 35 26 35 26

۠ɹɹ෼ ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓
ച٫ӹ ー ー
ച٫ଛ ー ー
ঈ٫ ー ー

۠ɹɹ෼ ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓
ධՁଛӹ 11 11

۠ɹɹ෼ ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓
ධՁଛӹ ー ー

（注）1. 非上場株式のうち一部を除く株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難とみられることから時価開示の対象とはしていません。
2. 投資信託等の複数の資産を裏付けとするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて記載しています。

（注）投資信託等の複数の資産を裏付けとするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売買損益は含まれていません。

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

貸借対照表計上額及び時価 （金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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（10）ۚ རϦεΫʹؔ͢Δ߲ࣄ
リスク管理の方針及び手続の概要
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変
動や、将来の収益性に対して影響する損失可能性のことです。当組
合は、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスク
（ＢＰＶ）の計測を定期的にし、また、有価証券の外部データを含めて、
ＡＬＭ委員会で協議し、経営陣へ報告を行うなど、リスク・コントロール
に努めています。
　債券については、その他有価証券について、日々の評価損益を
把握しており、また、日次で10BPV（10ベーシス・ポイント・バリュー：
金利が0.1％上昇した時の債券価格の下落額）、四半期で100BPV
（100ベーシス・ポイント・バリュー：金利が1％上昇した時の債券価
格の下落額）を管理しています。また、金利リスクを含む市場リスク
管理として、日次でＶａＲにより市場リスク量が自己資本に与える影
響を把握しています。

（8）ΦϖϨʔγϣφϧɾϦεΫʹؔ͢Δ࣍ʹ͛ܝΔ߲ࣄ
リスク管理の方針及び手続の概要
　当組合は、オペレーショナル・リスクを事務リスク、システムリスク、
法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスク、規制・制度変
更などに伴うリスク等の各リスクを含む幅広いリスクと捉え、リスク
管理統括規程・リスク管理の基本方針等を定め、各リスク管理の状
況等については、常勤理事会等にて随時、協議検討を行うとともに、

必要に応じて理事会等経営陣に報告する態勢を整備し、リスク管理
の向上に努めています。

オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　基礎的手法による計測を採用しています。

ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓
ϧοΫɾεϧʔํࣜΛద༻͢ΔΤΫεϙʔδϟʔ ー ー
ϚϯσʔτํࣜΛద༻͢ΔΤΫεϙʔδϟʔ ー ー
֖વੑํ （ࣜ250ˋ）Λద༻͢ΔΤΫεϙʔδϟʔ ー ー
֖વੑํ （ࣜ400ˋ）Λద༻͢ΔΤΫεϙʔδϟʔ ー ー
ϑΥʔϧόοΫํ （ࣜ1250ˋ）Λద༻͢ΔΤΫεϙʔδϟʔ ー ー

ओମߦൃ 滋賀県৴༻૊߹ 滋賀県৴༻૊߹ 滋賀県৴༻૊߹ 滋賀県৴༻૊߹ 滋賀県৴༻૊߹
ຊௐୡखஈͷछྨࢿ 普通出資 非累積的永久優先出資 非累積的永久優先出資 非累積的永久優先出資 非累積的永久優先出資
ίΞࢿຊʹ܎Δ߲ૅج໨ͷֹʹࢉೖ͞Εֹͨ 1,851百万円 500百万円 1,125百万円 150百万円 5,091百万円（＊2）

ঈؐݶظ ー ー ー ー ー

഑౰཰（ˎ 1） 0.50% ５年物TONAスワップレート
＋0.059％＋0.70％

５年物 TONAスワップレート
＋0.059％＋0.70％ 12か月日本円TIBOR＋1.50％ 12か月日本円TIBOR＋0.80％

Ұఆͷࣄ༝ͷੜͨ͡৔߹ʹঈؐ౳ΛՄೳͱ
͢Δಛ໿͕͋Δ৔߹͸ɺͦͷ֓ཁ ー ー ー ー ー

（＊1）本表における配当率とは、優先出資発行額に対する配当率です。
（＊2）5,091百万円のうち、4,500百万円は優先出資金、591百万円は資本準備金として計上しております。

（�）ϦεΫɾ΢ΣΠτͷΈͳ͕͠ࢉܭద༻͞ΕΔΤΫεϙʔδϟʔʹؔ͢Δ߲ࣄ

ఆͷۚརϦεΫ（*33##）צߦۜ

߲番 ϶E7E ϶/**
ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓ ྩ࿨4೥౓ ྩ࿨5೥౓

1 上方パラレルシフト 1,343 1,173 61 0
2 下方パラレルシフト 0 0 510 586
� スティープ化 1,195 1,117
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 1,343 1,173 510 586

令和4年度 令和5年度
8 自己資本の額 10,298 10,480

（注１）金利リスク（ΔEVE）の算定手法の概要等は、貸借対照表の注記に記載しております。
（注２）開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVEに関する事項は以下のとおりです。

（1）流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.165年です。
（2）流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
（3）流動性預金への満期の割当て方法は、金融庁が定める保守的な前提を用いています。
（4）IRRBBの算出にあたり、通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。
（5）IRRBBの算出にあたり、割引金利にスプレッドを考慮していません。
（6）内部モデルは使用していません。

（11）ࣗ ຊௐୡखஈͷ֓ཁࢿݾ
　当組合の自己資本は、出資金、資金剰余金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

（単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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